
山口市再エネ設備等導入事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の脱炭素先行地域づくり事業の一環として予算の範囲内で、二酸

化炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要綱（令和

４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号。以下「国交付要綱」という。）第２９条第

１項に規定する間接補助金を山口市再エネ設備等導入事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）として交付することについて、国交付要綱に規定するもののほか、必要な事項を定

めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

 (1) 脱炭素先行地域 国交付要綱第３条第２号の規定により令和４年１１月に選定され

た本市の脱炭素先行地域をいう。 

 (2) 中心市街地 第３期山口市中心市街地活性化基本計画において、中心市街地の活性

化に関する法律（平成１０年法律第９２号）に基づく認定を受けた区域をいう。 

 (3) 先行地域計画 脱炭素先行地域に選定された本市の計画をいう。 

 (4) 店舗兼住宅等 事業活動を行う店舗又は事務所と住居を兼ねるものをいう。 

 (5) 駐車場等 事業活動を行う店舗若しくは事務所又は店舗兼住宅等に付随する駐車場

及び駐輪場をいう。 

 (6) 店舗等 事業活動を行う店舗又は事務所、店舗兼住宅等及び駐車場等をいう。 

 (7) PPA 事業者の費用負担により市や企業等が保有する施設の屋根や駐車場、遊休地

等に発電設備を設置し、当該設備を所有・維持管理しながら発電した電気を需要家に

供給する契約形態をいう。 

 （補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 中心市街地において、補助金の対象事業（以下「補助事業」という。）を実施する店

舗等の所有者又はこれらの施設の所有者から補助事業の実施について承諾を得ている

者 

 (2) 第１号の者に、オンサイト PPA モデル又はファイナンスリース契約により設備を提

供する法人（国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第５号に規定する公共

法人を除く。次号において同じ。） 

 (3) 山口グリーンエネルギー株式会社に対して電力の供給をするために、脱炭素先行地

域において、オフサイト PPAモデルを行う法人 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は補助金の交付の対象と

しない。 



 (1) 市税の滞納がある者 

 (2) 山口市からの指名停止措置を受けている者 

 (3) 暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

号に規定する暴力団及び同条第６号に規定する暴力団員並びに暴力団又は暴力団員と

密接な関係のある者 

 (4) 交付申請を行う補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）に

ついて、山口市、国、県その他の団体から補助金等の交付を受けている者 

 （補助事業） 

第４条 補助事業は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 実施要領（令和４年３月３０日

環政計発第 2203303号）（以下「国要領」という。）別紙１に定める交付要件等を満たす事

業のうち、先行地域計画に定める別表第１に掲げる設備の店舗等への導入事業及び前条

第１項第３号に規定するオフサイト PPAモデルによる導入事業とする。 

２ 前項に規定する設備を店舗兼住宅等又は駐車場等に導入する場合、次の各号に定める

区分に応じ、当該各号に定める要件を満たすものとする。 

(1) 太陽光発電設備 導入する設備により発電された電力量の 30％以上を店舗若しくは

事務所部分又は駐車場等で自家消費した上で、当該自家消費分も含めて 50％以上を脱

炭素先行地域内で消費すること。 

(2) 蓄電池 導入する設備の放電する電力量の 30％以上を店舗若しくは事務所部分又は

駐車場等で自家消費した上で、当該自家消費分も含めて 50％以上を脱炭素先行地域内

で消費すること。 

(3) エネルギーマネジメントシステム 店舗若しくは事務所部分又は駐車場等において

国要領別紙１に掲げるエネルギーマネジメントシステムに係る交付要件を満たすこと。 

３ 補助事業を実施する店舗等については、再エネ電力証書（グリーン電力証書、再エネ電

力由来 J クレジット、FIT 非化石証書又は非 FIT 非化石証書（再エネ指定））の購入又

は再エネ電力メニューからの調達により、令和１２（２０３０）年度までに電力消費に伴

うＣＯ２排出量を実質ゼロとするようにし、実質ゼロの達成後、市長に報告すること。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、別表第２に規定する工事費、設備費、業務費及び事務費とする。 

 （補助金額） 

第６条 補助金額は、補助対象経費の３分の２以内の金額とする。 

２ 前項の規定により算出して得た額に、１，０００円未満の端数があるときは、これを切

り捨てるものとする。 

 （交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとするものは、山口市再エネ設備等導入事業費補助金交

付申請書（様式第１号）に別表第２に掲げる書類を添えて別に定める日までに市長に提出

しなければならない。 



 （交付の決定等） 

第８条 市長は、前条の規定により交付申請書の提出を受けたときは、その内容を審査の上、

適当と認めるときは、山口市再エネ設備等導入事業費補助金交付決定通知書（様式第２号）

により、適当と認められない場合は、山口市再エネ設備等導入事業費補助金不交付決定通

知書（様式第３号）により通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をする場合において、必要があると認め

るときは、条件を付すことができる。 

３ 補助金の交付を受けようとするものは、第１項の規定による補助金の交付の決定後に

補助事業に着手しなければならない。 

 （申請内容の変更等） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、

申請内容を変更、中止若しくは廃止しようとするとき又は補助事業が予定の期間内に完

了しないときは、山口市再エネ設備等導入事業費補助金変更・中止承認申請書（様式第４

号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により変更又は中止の申請があった場合は、速やかにその内容を審

査し、適当と認めるときは、山口市再エネ設備等導入事業費補助金変更・中止承認通知書

（様式第５号）により通知するものとする。 

 （実績報告） 

第１０条 交付決定者は、補助事業が完了した日から起算して６０日以内又は補助事業が

完了した年度の２月１５日のいずれか早い日までに、山口市再エネ設備等導入事業費補

助金実績報告書（様式第６号。以下「実績報告書」という。）に別表第３に掲げる書類を

添えて市長に提出しなければならない。 

 （額の確定） 

第１１条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、

補助事業が、交付決定の内容及びこれに付した条件に基づき適切に実施されたものと認

められる場合は、交付すべき補助金の額を確定し、交付決定者に対し山口市再エネ設備等

導入事業費補助金交付額確定通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

２ 確定する補助金の額は、第８条の規定による補助金交付決定額を上限とする。ただし、

第９条の規定による変更の申請により補助金交付決定額の変更があった場合は、変更後

の補助金交付決定額を上限とする。 

 （補助金の請求） 

第１２条 前条の規定による通知を受けた者は、山口市再エネ設備等導入事業費補助金精

算払請求書（様式第８号）により市長に補助金の交付を請求するものとする。 

２ 第３条第１項第３号に該当する交付決定者は、前条の規定による通知を受ける前であ

っても、山口市再エネ設備等導入事業費補助金概算払請求書（様式第９号）により市長に

補助金の交付を請求することができるものとする。 



３ 第３条第１項第１号に該当する交付決定者は、補助金の受領を、補助事業に係る設備の

設置した者（以下「設置事業者」という。）に委任する方法（以下「代理受領」という。）

により行うことができる。 

４ 代理受領を行おうとする補助事業者（以下「代理受領委任者」という。）は、第７条の

規定による交付申請書の提出の際、同条に規定する書類に加え、山口市再エネ設備等導入

事業費補助金代理受領事前届出書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

５ 代理受領委任者は、前項の規定による届出の内容を変更又は中止しようとするときは、

山口市再エネ設備等導入事業費補助金代理受領変更・中止届出書（様式第１１号）を市長

に提出しなければならない。 

６ 代理受領委任者は、第１０条の規定による実績報告書の提出の際、同上に規定する書類

に加え、山口市再エネ設備等導入事業費補助金代理受領委任状（様式第１２号）を市長に

提出しなければならない。 

７ 代理受領を委任された設置事業者は、代理受領委任者が前条の規定による通知を受け

た後、山口市再エネ設備等導入事業費補助金代理受領に係る請求書（様式第１３号）によ

り市長に補助金の交付を請求するものとする。 

８ 市長は、第１項、第２項又は前項の請求書を受け取ったときは、３０日以内に当該交付

決定者に補助金を交付するものとする。 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、その交付決定を取

り消すことができる。 

(1) この要綱に違反したとき。 

(2) 補助金の申請に偽りその他不正行為があったとき。 

(3) 補助金交付決定の際に付した条件に違反したとき。 

(4) 前各号に掲げるほか、市長が補助金の交付決定を取り消す必要があると認めたとき。 

２ 市長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、山口市再エネ設備等導入事業

費補助金交付決定取消通知書（様式第１４号）により交付決定者に通知し、補助金の交付

を停止し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることができる。 

 （取得財産の管理及び処分） 

第１４条 交付決定者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下、「取得

財産等」という。）について、管理するための台帳を備え、交付対象事業の完了後におい

ても、善良な管理者の注意をもって管理し、交付金の交付の目的に従って、その効率的運

用を図らなければならない。 

２ 取得財産等の取得価格が単価５０万円以上の機械及び器具、備品及びその他の重要な

財産については、法定耐用年数を経過するまでの間、市長の承認を受けないで、取得財産

等を交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は

取壊し（廃棄を含む。）を行ってはならない。 



３ 交付決定者は、取得財産等の法定耐用年数が経過するまでの間、補助事業に係る費用の

分かる書類等を保存しなければならない。 

 （報告及び調査） 

第１５条 市長は、補助事業の成果等、必要と認める事項について、交付決定者に対し報告

を求め、又は調査することができる。 

 （その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 この要綱は、令和６年９月３０日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和８年７月２４日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


